
発する列車の険l測土に対して交付する券をし、う。この通券をチ

ケッ トと 呼ぶこ と がある。 EZ券閉塞式またはり~~券隔時法では，

-1!/'J iIlii運転区|百!に通渋の術付が lfi!1にかき.られているので， 同

方向に 2 以上の列車が運転されるときにはJ jlli ~l~にかわるも

のとしてiID.券を発行するのである。 iID.券は通券絡に収容された

厚紙のカ ード式のもので， 表 iftiにはその|刻iIlii区間の通裂の穴7診

を赤色て'表わすこととしている。 iID.券はi温l?Iを通券箱に納入し

ないと取出すことができない装置となっている。これは通PJiの

ある停車幼からでなければ，通張所属の|綿密区間に列車を発1Jl

させることができない という原則を，後例的にi盈券1行にもたせ

たものである。(三和遼忠)

つ う こうぜい 通行税 通行税はこれを沿 1(i.(j<J にみれば)政

4ftぼっ~~宇に起因する国家財政上の必要にもとづいて，戦時税

的な傾向を帯びて制定されるものであ っ て，戦争終了後におい

ても財政上の財源として，引きつづき存位される形態を採って

いる。また一方優等旅客に対する者修税(しぞしぜし、)自(J な性絡

を有するfIl税であって， わが図を初lめ欧米諸国においても徴収

している。しかしながら本来者{多税的なものであるはずの通行

税が，老幼婦女子または病弱者が， 平安な旅行をするため利用

する 2 等に対して課税されている災状なので， J並行税は早い機

会に廃止されるか， または 1 等旅客に対してだけ線税されるよ

う改められることが望ましい。

現在のわが国における通行税は，昭和 15 ・ 3 法律第 43 号をも

って公布された通行税法にもとづいて， 昭和 15 ・ 4 ・ 1 から施行

されているものであって， このi並行税法は 16 筒条よりなり，公

布後逐次改正されて現在に及んでいる。通行税法に制定されて

いる主嬰事項についてみると ， つぎのとおりである。

1 納税義務者 /J耳目1) として汽工作， 電Jlï ， m合自動車， 汽船

および航空機の乗客すべてである。

2 税 率旅客運賃 ・ 急行料金 ・ 寝台料金 ・ 特別 2 等]11
20 

料金または特別 2 等船室料金のT百万とする。

MÎc笠~ ~量の旅客運賃 ・ 急行料金については，昭和 30 ・ 7 ・ 1 から
10 

その税率がーー と なり ，半滅J首恒が採られている。
100 

3 非詰~税 つぎに掲げる乗客には， /iiUll) として通行税を

採さない。 ( 1 ) ~;3 号および第 4 号に渇げる者を除 くのほか汽

]I� . 1!Ulï ・ 乗合自動車 ・ 汽船の 3 ~事の乗客 (2) 第 3 号および

鈎 4 号に掲げる者を除くのほか汽船の 2 ~i手の衆電~ (3) 通行税

法施行地外から通行税法施行地内に来る乗客 (4) 通行税法施

行地内からi並行税法施行地外にゆ く深答。ただしつぎに掲げる

それぞれの通行税は， 賦課される。 ( 1 ) 第 l 号または第 2 号に

掲げる乗客の支払う 寝台料金に対する通行税 (2) 第 3 号また

は第 4 号に掲げる乗客(汽車等の 3~宇の采客および汽船の 2 等

の察客を除<Jの支払う通行税法範行地内にある停車船場(飛

行場を含む，以下向じ) 1甘lの旅客巡II ・急行料金または寝台料

金に対する通行税 (3) 第 3 号または第 4 号に渇げる者が汽]11

4事の 3 等の乗客または汽船の 2 等の乗客として支払う通行税法

施行地内にある停車船場開の寝台料金に対する通行説。

したがって 3 等旅客については寝台料金以外はすべて非線税

となり， また 2 ~íl旅客については航路旅客迎i~だけが非線税と

なっている。

4 徴 収汽車または航空般による運輸業を11;む者が旅

客運賃 ・ 急行料金または寝台料金を領収する際， 納税義務者で

ある来客から徴収し， 翌月末日までに政府に納入しなければな

らない ことになってい る。

i並行税法にもとづいて， 国鉄の旅客巡氏 ・ 料金は，つぎのと

おり とな っ ている。

つうこうぜい

1 通行税を訟!せられる旅客運賃 ・ 料金

( 1 ) 旅客運賃 鉄道の 1 ・ 2 等に対して課税されている。

したがって非線税となるのは，鉄道の 3 等および航路の 2 ・ 3

等である。

(2) 急行料金 列車の急行料金については 1.2 等の特別急

行料金 ・ 普通急行料金 ・ 準急行料金に対して ~~税されている。

(3) 寝台料金 列車の寝台料金についてはすべて線税されて

いる。また航路のむ台料金については，汽船 2 ~i宇寝台料金に対

してだけ課税されている。

(ω4叫) ~特寺別 2 空等宇I平|ドI料金Jお6 よび特別 2 等船室料金 特別 2 ~勾干一耳車Iお

よび4特守別 2 等船室を利用する欽f道邑 2 等およひ

それそぞ，れ課税される。

2 税 率 ïÌÎJ号に列挙した旅客巡賃 ・ 各組料金に対して，
20 

通行税法上定められているそれぞれのーーの税率が適用されるa
20 10 00  

旅客運賃 ・ 各館料金に対してlÕOの税率を適則した場合の端数

の盤思については， )温符税法附目1)第 4 項の規定にもとづき，通

行税法施行規HI) (1昭和 15 ・ 3 ~)令第 152 号)のr.H HI)において ， 国

鉄の定める方法によることとなっているが， この端数整思!方法

はつぎのとおりである。

(1) 鉄道の大人 1 ・ 2 ~i宇野iID.旅客五I!貨にあ っては，旅客の乗車

する発着区間のキロ程を， tfi車旅客運賃のr1:率における距離刻

みのキロ程にしたがって区分し，これに各々その氏率を乗じた

額を合計し， その合計綴にこれの 2 割のi並行税相当官買を加え ，

っき.によって整却した徹とする。

ア 2 当事将泊旅客辺氏にあっては ， 20 円か ら 20 I弓ごとの制

こ端数整F.Jlするものとし ， 20 円未満の端数整j)J! j5はつぎによ

る。 (íウ *111区!日lが 150 km ま でのも のについては， 10 円

未満は切り捨て 10 円以上は切り上げる。(イ) 梁車区間が

1 50 km をこえるものについては 20 円未満は切り 上げる。

イ 1 等曽泊旅客巡i互にあっては， 40 円か ら 40 内ごとの矧

に端数整恕するものとし ， 40 円未満の端数の経庖!万はつぎによ

る。(力乗車区間が 150km までのものについては ， 20 円未満

は切り姶て， 20 円以上は切り上げる。肘) 衆車区間が 150 km

をこえるものについては， 40 円未満は切り上げる。

(2) 鉄道の 2 等普通定期旅客運賃にあっては，国有鉄道述民

法第 5 条の規定によって定めた領に， これの 2 ;剖の通行税相当

額を加え 10 円未満の端数を 10 門に切り上げて計算した綴と

している。

(3) 1 ・ 2 等の急行料金にあっては， 国有鉄道五I!民法第 6 条に

定める制に， これの 2 ;!iUのi並行税相当額を加え， 10 円未満の端

数のあるものは， これを切り J会てた綴とする。

(4) 列車の 2 匂2寝台料金，汽船の 2 ~~;寝台料金， 特別 2 ~i手]Ii

料金および特日1) 2 ~íl船室料金にあっては，それぞれ固有鉄道運

賃法第 6 条の規定によって定めた額に，その 2 1却jの通行税相店

街を加えた古iTíそのままを， それぞれの料金としているので，

7J1)段に端数獲理を行っていない。

3 非課 税通行税の非課税については， 通行税法第 3 条

に規定されているが，国鉄において非課税の取扱を受ける旅客

としては現在突施していないが， 将来乗車券1Jjの委託発売な海

外で行わせる幼合には，海外で日本国内を来事紛するための来

事券F績を旅客が購求する場合，巡行税法第 3 条の規定に より ，

非課税の取扱をすることになる。この均合の免税巡賃 ・ 料金は

つぎの とおり である。

(1) 鉄道の 1 ・ 2 等f士通旅客運賃および 2 等 '~!(-i並定~tJl旅客運賃

にあっては， それぞれの運賃に含まれているi並行税額( 1 円未

満は切り捨て)を差し5 1いた額。
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